
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度  事 業 報 告 書

位塵塵当里塁勤土左里量生L壼

1 事業の成果
令和 4年度は、コロナの影響も一段落し、通常通りの活動が期初より行えた年度であった。青少年・
少女を対象としたサッカークラブ事業では、4月 より通常活動を実施することが出来た。しかしコロナ
禍による生活環境や嗜好の変化もあり、既存会員の退会、新規規入会者の減少により、総会員数は低下
となった。その他、広く地域住民がスポーツに触れる機会を提供するために開始した施設貸出事業は、
6期 目を迎え、新スタジオも開設 3年 目となった。定期利用者や都度利用者による利用で、施設の一定
利用はあったが、利用頻度の上昇には繋がらなかった。令和 5年度も令和4年度に続き、コロナ禍以前
の状態より良くしていくことはもちろん、変わらず少年 。少女、地域住民への安心 。安全な活動の場を
提供することを第一として活動を行っていく予定。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業               (事 業費の総費用 【18,989】 千円)
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征手
者
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支盃
対象者
範囲

支盃
対象者
人数

事業費
(千円)

青少年 。少女
を対象とした
サッカークラ
ブやスクール
運営など、青
少年 。少女の

写含製
に関

FC LIGAR
選手コースの運営

年間を通 じ

て随時実施

荒川区内の

小中学校や

公共施設 (荒

川区立第五

中学校、荒川

区立第二峡

田小学校、荒

川生涯学習
センターな

ど)

8人

荒川区・足立

区・葛飾区付
近に在住の

未就学児か

ら中学生

未就学児
約 40人
小学生

約 100人
中学生
約 30人

16,883

FC LIGAR
スクールコースの運営

FC LIGAR AZALEIA
U‐ 15の運営

FC LIGAR AZALEIA
U‐ 12の運営

サッカー及び
その他スポー
ツに取 り組む
機会の提供に
よる人々の心
身の健康促進
や健全育成に
関する事業

実施しなかった 0

青少年 。少女
の文武両道の

実現に必要な
ソーーシャルス

キルを身に付
けることを目
的として教育
的支援に関す
る事業

実施しなかった

荒川区。足立

区・葛飾区付
近に在住の

中学生。高校
生

0

公共のスポー
ツ施設等の清
掃及び管理運
営整備等に関
する事業

実施しなかった



スタジオ運営
及び貸出、ま
た、スタジオ
を活用 したイ
ベン ト主催や
各種スポーッ
教室の運営な
ど、地域スポ
ーツ文化の醸
成 。発展にか
かる事業

当法人のスタジオ
ールームを一般利
に貸出し、多くの
―ツに触れる機会

、セ ミナ
用者向け
人がスポ
を提供し

た。

年間を通 じ

て随時実施

自社スタ
ジオ

・セミナー

ル ー ム

1人

一 般 利 用

者。定期利用

者

不特定多数 2,106

スポーツ指導
者 の 待 遇 改
善 。社会スキ
ル向上のため
の、各種パー
トナー企業ヘ
の人材派遣等
の協同運営事
業

実施しなかった

その他活動 目
的を達成する
ために必要な
事業

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)
定款に記載
された
事業名

事業内容 同時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

実施しなかった



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和 4年度
事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が∠聾〔主場合)

青′ル年・少女を対
'と
したサッカー‐クラフやスクー‐ル選竹など.″少年・少女の健全育成に円する事業

サッカー及びその他スホー‐ツ:こ 取り組む機会の掟1,tiこ 1る 人 の々心身の健康健進や腱全育成に関する事業

スボ‐‐ノ指導 ξノ■,遇改善・社会スキ ,レ■:|:ノ ,ための.各饉バーートナー企業 、′,人材派■等の協1,選 髯事葉
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

法
`人
、   116-activi

小計・ 合計

現金預金

前払費用

未収入金

6,920,611
486,870
160,682

出資金 10,000

320,000敷金

【A】 資 産 合 計 ①+② 7,898,163

未払金

未払法人税等
未払消費税等
前受金

1,674,505

70,000

500,500
1,117,000

長期借入金 3,800,000

3_449_926

3_800_

7.249.ヨ

815

648_,37

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 7,898,163



令和4年度  計算書類の注記

特定左堂型活塾法人 l16-act ivit上 _________

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準(2010年 7月 20‖  20】 〕年 11月 20日 部́改 lE NPo法 人会計藉準協議会 と
「中小企業会計に関する基本要領」によっています .

(1)資 産の評価基準及び評価方法
。有価証券の評価爆準及び評価方法

総平均法による原価法を採用 しています。
(2)固 定資産の減価償却の方法
・ 布形固定資産

定事法を採用 しています^た だし平成 10年 4月 1‖ 以降に取得 した建物 (建物附属設備を除 く)
並びに平成28年4月 1日 以降に取得 した建物附属設備及び構築物については定額法を採用 しています。
・ 無形固定資産

定額法を採用 しています .

(3)消 費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によつています .

2  事業別損益の状況

3.施 設の提供等の物的サー ビスの受人の内訳

宣壼 方法

な し

使途等が制約 された寄附全等の内訳

使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以 ドの通 りです .
当法人の正味財産は648,237円であり、年度末に使途が制約 された正味財産はありません .

合 計

4

科 :1 サッカークラブ事業 施設貸出事業 事業部門計 管理部門 合計

: 経常収益

受取会費

受取寄附金

受取助成金等

事業収益

その他収益

為替換算差益

経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費
役 lヽ 報酬

給 与手当

賞 与

法定福利費

福利厚生費

人件費計
(2'そ の他経費
外注費

旅費交通費

通信費

交際費

会議費

減価償却費

施設利用賃借料

地代家賃

保険料

水道光熱費

消耗品費

租税公課

広告宣伝費

支払 手数料

議会費

新聞図書費

雑費

支払利息

固定資産除却11

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

21.01

16.104

6.279.840

257.930~161.8261
53.942 215.768

I r. sas

.725

-615

建物附属設備

ソフトウェア

5  固定資′
'rの
増減内訳



7

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役il及びその近親者との取引は以 下の通 りです。

その他特定非常利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びにJl味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の按分方法

(1)事業の従 事状況により配賦 してお ります。
(2)非 収益事業と収益事業 (施設貸出事業)の 共通費については、 ド記の基準により按分 し、管理費と収益事業の事業費に計 |=し ています。
C本社に係る地代家賃・水道光熱費 :利用面積比
②その他経費 :純売 |:高比

内役 員 及 ひ 近 親
科 ‖

計算吾頌に計 l=
六れ力金額

279,854406,273

(結動計 算 薔 ,

管借 対照表計

活動計算書計

(貸借対照表 )

未払金



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 4年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人116-activi

単位_:円
■

一 目 金  額 ′1ヽ   言十 合   計

67,957
1,601,524

2,117,361
117,949

3,015,820

176,000

310,870

うちょ 通 金

3
出資金

城北信用金庫
敷金

ビ
｀
ル

施設貸出事業未収金
サッカークラブ事業未収金

前払家賃
前払サッカークラブ登録費用

現金預金

手元現金

東京三菱UFJ銀行普通預金
東京三菱UFJ銀行普通預金
城北信用金庫普通預金

7.568.163 7.568.163

10,000

320,000

330,000

330.000 330.000

【A】 資 産 合 計 ①+② 7,898,163

い 1

2

87 921

サ 力‐―クラ

1,117,000

406,273
16,469

長期借入金
日本サッカー協会
城北信用金庫借入金

未払消費税等
前受金
サッカークラブ事業翌年度分前受金
預り金

未払金

職員立替経費
水道光熱費 3月 分

社会保険料 3月 分
NTT電話代

3.449.926 3.449.

3.8∞.000 3.800.000

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 7,249,926

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 648,237



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告

令和 4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人116-activity

1 確認事項 (法第 20条 及び第 21条 を確認の上、チェックを入れて ください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
口各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに

○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

∠
'彗

・監事~/
タケダマサフミ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日武田 雅史

９

“ 酔 監事

ホシノスミオ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日星野 壽夫

6纂
い監事イトウ

アユム 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日伊藤 歩

”
■ 理事。ち降

タニノマイ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日谷野 員以

理事・監事

令和 年 月 日

令和年 月 日

年  月  日

年  月  日

´
０ 理事・監事

年

年

月 日

日月

年  月

年  月

日

日

理事・監事

年

年

月   日

月   日

年

年

月

月

日

日

０
０ 理事・監事

年

年

月   日

月   日

年

年

月

月

日

日

理事 。監事

年

年

月 日

日月

年

年

月

月

日

日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人旦豊窒土菫二五____________

氏   名

武田 雅史

2 星野 壽夫

3 伊藤 歩

4 谷野 員以

5 池谷 勝之

6 芹沢 淳

7 阿部 克彦

8 内山 穂南

9 武田 小枝

10 江崎 博菜

11

12


